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1. 平成30年3月期第2四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第2四半期 171 △84.9 △177 ― △217 ― △234 ―

29年3月期第2四半期 1,141 △39.4 △174 ― △112 ― △118 ―

（注）包括利益 30年3月期第2四半期　　△374百万円 （―％） 29年3月期第2四半期　　△427百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第2四半期 △0.56 ―

29年3月期第2四半期 △0.30 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期第2四半期 4,370 4,284 96.3 8.95

29年3月期 3,780 3,134 81.7 7.78

（参考）自己資本 30年3月期第2四半期 4,227百万円 29年3月期 3,087百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― ― ― 0.00 0.00

30年3月期 ― ―

30年3月期（予想） ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 1,030 ― △362 ― △386 ―

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期2Q 472,435,456 株 29年3月期 396,835,456 株

② 期末自己株式数 30年3月期2Q 15,909 株 29年3月期 15,909 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期2Q 472,419,547 株 29年3月期2Q 396,819,547 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、日銀による金融緩和政策の実施を背景に、企業の経営環境や

雇用環境の改善によって、緩やかな回復基調が続いているものの、海外の政治・経済情勢の不確実性等による影響

が懸念されるなど、先行きについては不透明な状況となっております。

このような状況の下で、当社グループは、収益事業の確立によって財務体質を改善すべく、新規投資案件の探索

や既存投資先の業績改善に取り組んでまいりました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、株式会社六合株式の売却により同社を連結範囲か

ら除外し、また株式会社トレードセブン株式及び株式会社China Commerce株式の取得により両社を連結範囲に含め

たことにより、売上高は171百万円（前年同期比84.9％減）となりました。営業費用につきましては、本社部門に

おける経費削減等はありましたが、営業損失が177百万円（前年同期は174百万円の営業損失）、経常損失は217百

万円（前年同期は112百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は234百万円（前年同期は118百万

円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明

 (資産)

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ589百万円（15.6％増）増加

し、4,370百万円となりました。 

主な増減は、現金及び預金の増加657百万円、売掛金の増加244百万円、営業貸付金の増加700百万円、また、

短期貸付金の減少200百万円、長期貸付金の減少1,000百万円であります。 

   (負債) 

当第２四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べ560百万円（86.6％減）減少

し、86百万円となりました。 

主な増減は、短期借入金の減少613百万円であります。 

 (純資産) 

当第２四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ1,149百万円（36.7％増）増

加し、4,284百万円となりました。 

主な増減は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上による利益剰余金の減少234百万円、その他有価証券

評価差額金の減少143百万円、また、新株予約権の権利行使による資本金及び資本剰余金の増加それぞれ756百万

円であります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 連結業績予想につきましては、平成29年８月14日付「平成30年３月期 第１四半期決算短信」にて開示いたしま

した平成30年3月期の通期連結業績予想に変更はございません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 第１四半期連結累計期間におきまして、特定子会社の異動には該当しませんが、株式会社トレードセブン及び株

式会社China Commerceを連結対象としております。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。
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３．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 567,945 1,225,924 

受取手形及び売掛金 － 244,677 

有価証券 285,459 493,041 

商品 － 58,538 

短期貸付金 200,000 － 

営業貸付金 － 700,700 

その他 12,404 28,769 

流動資産合計 1,065,810 2,751,650 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） － 6,216 

その他（純額） － 2,630 

有形固定資産合計 － 8,846 

無形固定資産    

のれん 1,320 7,392 

ソフトウエア － 17,904 

無形固定資産合計 1,320 25,296 

投資その他の資産    

投資有価証券 643,763 500,434 

関係会社株式 609,045 588,644 

長期貸付金 1,000,000 － 

関係会社長期債権 441,485 442,187 

破産更生債権等 137,862 137,862 

その他 19,368 53,437 

貸倒引当金 △137,862 △137,862 

投資その他の資産合計 2,713,662 1,584,703 

固定資産合計 2,714,983 1,618,846 

資産合計 3,780,793 4,370,497 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 － 309 

短期借入金 613,506 － 

未払金 5,673 27,929 

未払法人税等 15,342 18,151 

その他 2,521 31,124 

流動負債合計 637,043 77,514 

固定負債    

退職給付に係る負債 8,436 8,955 

その他 1,175 － 

固定負債合計 9,611 8,955 

負債合計 646,655 86,470 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,618,980 4,325,783 

資本剰余金 1,838,744 756,014 

利益剰余金 △2,075,927 △422,734 

自己株式 △5,954 △5,954 

株主資本合計 3,375,842 4,653,109 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △331,481 △474,985 

為替換算調整勘定 43,009 49,251 

その他の包括利益累計額合計 △288,471 △425,733 

新株予約権 25,200 25,200 

非支配株主持分 21,567 31,451 

純資産合計 3,134,137 4,284,026 

負債純資産合計 3,780,793 4,370,497 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 1,141,271 171,877 

売上原価 1,032,666 55,759 

売上総利益 108,604 116,118 

販売費及び一般管理費 283,186 293,563 

営業損失（△） △174,581 △177,445 

営業外収益    

受取利息及び配当金 290 593 

為替差益 77,560 － 

持分法による投資利益 4,879 － 

その他 1,310 700 

営業外収益合計 84,041 1,294 

営業外費用    

支払利息 22,180 19,320 

為替差損 － 10,410 

持分法による投資損失 － 11,993 

その他   78 

営業外費用合計 22,180 41,802 

経常損失（△） △112,721 △217,953 

特別利益    

段階取得に係る差益 － 618 

負ののれん発生益 － 8,770 

特別利益合計 － 9,389 

特別損失    

海外源泉税負担損失 － 29,307 

特別損失合計 － 29,307 

税金等調整前四半期純損失（△） △112,721 △237,871 

法人税、住民税及び事業税 843 785 

法人税等調整額 4,941 △1,400 

法人税等合計 5,785 △615 

四半期純損失（△） △118,506 △237,256 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
219 △2,508 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △118,726 △234,747 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純損失（△） △118,506 △237,256 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △199,299 △143,503 

為替換算調整勘定 △109,266 6,241 

その他の包括利益合計 △308,566 △137,261 

四半期包括利益 △427,072 △374,518 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △427,294 △372,020 

非支配株主に係る四半期包括利益 222 △2,498 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 当社グループは、前連結会計年度まで11期連続して経常損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間において

も177,445千円の営業損失を計上しております。また、当第２四半期連結累計期間において営業キャッシュ・フロー

も338,242千円のマイナスとなっております。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状

況が存在しております。

 当社グループは、当該重要事象等を解消し、または改善するため、以下の対応策を講じてまいります。

① 優良な投資案件の選定と実行

当社は、日本およびアジアを中心とする地域における経済的・社会的貢献を標榜し、投資事業を柱とした事業

創造を行ってまいりました。今後も、これまで培ってきた中国ビジネスパートナーの知識・経験・人脈を活用し

て、日本、中国のみならず、中国本土の投資家や華僑などが投資ターゲットとしているアジア諸国において、当

社グループに経常的な利益、キャッシュ・フローをもたらす優良な投資案件を選定し、積極的な投資を行うこと

により、当社グループの収益基盤の安定化、財務体質の強化を図ってまいります。

また、平成29年２月末に、当社グループの売上高において大きな比率を占めていた株式会社六合の株式を譲渡

し、連結子会社から除外したことから、同社に代わって当社連結業績の中核となりうる投資先企業の選定・連結

子会社化を進めてまいりました。その一環として、本年４月には、株式会社トレードセブンおよび株式会社China 

Commerceの連結子会社化を行っております。加えて、本年10月には、連結子会社である株式会社にっぽんインキ

ュベーション（旧商号：デザイア株式会社）の子会社として、クリアスエナジーインベストメント株式会社を設

立しております。

② 財政状態の改善 

当社は、財政状態の改善を図るべく、当第２四半期連結累計期間において、第10回新株予約権の行使により

1,512,000千円を調達しております。また、経営戦略の見直しを行った結果、前連結会計年度において、株式会社

六合の全株式の譲渡により279,807千円、同社に対する貸付金の回収により500,000千円を確保しております。今

後も引き続き、運転資金を確保した上で、新たな中核事業への投融資を実施するため、株式、新株予約権による

直接調達、金融機関等からの借入による間接調達等、各種の資金調達の可能性を検討し、財政状態の健全化を図

ってまいります。

③ 子会社および関連会社の収益力の強化

株式会社トレードセブン（子会社）は、質屋業・古物買取販売業を当社グループの収益源へと育成すべく、役

員派遣および資金提供を通じて業容拡大を目指してしてまいります。株式会社China Commerce（子会社）は、中

国向け越境ECサイトの運営を行っておりますが、これまでのPC版サイトに加え、本年９月に新たな携帯向けサイ

トを立ち上げました。これらのサイトを通じて、引き続き日本製品の中国消費者への販路拡大を図ってまいりま

す。クリアスエナジーインベストメント株式会社（子会社）は、同社子会社のマレーシア法人とともに、バイオ

マス燃料PKS（パーム椰子種子穀）の供給事業を行ってまいります。Mabuhay Holdings Corporation（持分法適用

関連会社）は、同社関連会社IRC Properties Inc. を通じて、フィリピン・マニラ市郊外の宅地開発事業を推進

してまいります。

④ 経費削減

当社グループは、収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業活動の効率化を図るととも

に、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い、更なる収益力の強化に努めて

おります。今後もこの方針を継続していく所存です。 

 

当面は、上記子会社の運営と、中国における新たな事業投資に専念してまいる所存であります。しかしなが

ら、それらが当社の意図する通りの成果をもたらすかどうかは不明確であります。また、資金調達についても、

外部資金調達は各ステークホルダーや金融機関、投資家の投資判断に依るところが大きく、実現可能性の予測が

極めて困難です。このため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

会社法第447条第１項および会社法第448条第１項に基づき、平成29年３月31日現在の当社資本金の一部49,196千円 

    を、また資本準備金の全額1,828,980千円をそれぞれ減少させ、その他資本剰余金に振替えております。 

 また、会社法第452条の規定に基づき、資本金および資本準備金の額の減少の効力発生を条件に、その他資本剰余

金1,887,941千円の全額を減少して、繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補に充当しております。 

 さらに、新株予約権の行使により、資本金及び資本準備金がそれぞれ756,000千円増加しております。 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、投資事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

   該当事項はありません。
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４．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度まで11期連続して経常損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間において

も177,445千円の営業損失を計上しております。また、当第２四半期連結累計期間において営業キャッシュ・フロー

も338,242千円のマイナスとなっております。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状

況が存在しております。

当該重要事象等を解消し、または改善するための対応策等につきまして、「注記事項 （継続企業の前提に関する

注記）」に記載しておりますが、その対応策については実施途上であり、今後の事業環境や経済情勢によっては意図

した効果が得られない可能性もあるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 
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